


































































































































































































































































































































































































































































































































































































































湾 2・28事件」，「済州 4・ 3事件」に着目し，「帝国日本が仕出かしたこ
と」の傷跡を抉り出している。帝国日本が消滅した空白は，「米国があま
すことなく基地をもって埋め」，その過程で朝鮮戦争が勃発し，「日本の
『独立』と『復興』，沖縄の『基地固定化』，中国と台湾の両岸分断，朝鮮
半島の南北分断を確定的なものにした」。また植民地支配に対する態度に
よって，「親日」，「反日」という対立をもたらした。そして「『長い平和』
が持続した西ヨーロッパと『日本本土』とはちがって，沖縄を含む東アジ
アはまさに『戦争の時代』を生きていた」と記している。
「帝国日本が仕出かしたこと」は過去の遺物ではなく，今も東アジアに
影響を及ぼし続けている。昨今の日本国・日本社会では，日本国の侵略戦
争，植民地支配，沖縄戦の過程で生じた様々な残虐行為を「なかったこと
にしよう」といわんばかりの歴史の抹殺が進んでいる。今田真人は「従軍
慰安婦という国家による戦争犯罪の歴史的事実をなきものにしたいという，
右翼タカ派の妄言が勢いをまし，それに同調するヘイトスピーチが横行し
ている」と述べている（注2）。
「固有本土」が，「固有の領土」や植民地に「仕出かしたこと」とその傷
跡を学び，次世代に伝えていくことは，アジアとの友好関係のために，国
際社会で日本国が孤立しないために不可欠な作業ではないだろうか（注3）。
沖縄に基地を押し付けて人権，自治を侵害し，歴史から目をそむけ続
けるのであれば，日本国は国際社会から孤立し，沈没するだろう。そして，
かかる人権，自治の破壊は，教育・研究現場，労働現場，家庭，全国の自
沖縄は日本の固有の領土か？ 617
治体などあらゆる場所に波及していくだろう。「沖縄独立論」は，泥船の
ような日本国から脱出する意思表示のように思えてならない。
（注 1）　豊下楢彦『「尖閣問題」とは何か』（岩波書店，2012年），143頁以下。「固有の
領土」の定義について，「北方領土という用語を根拠づけるためにもちだされた」
ものであり，「他の国と係争状態にある島々を対象にした用語」と記している（150
頁）。
（注 2）　今田真人『緊急出版　吉田証言は生きている』（共栄書房，2015年）， 9頁。今
田は「うそつき呼ばわり」されている故・吉田清司の録音インタビュー全記録を検
証し，ウソと断定する根拠に乏しいと主張している。さらに，その裏付けとなる新
資料を発見し，『週刊金曜日』（2015年12月11日号）で発表している。教科書からの
歴史の抹殺については，俵儀文「教科書は政府広報ではない」（『世界』2015年 6 月
号），明田川融『沖縄基地問題の歴史』（みすず書房，2008年）45頁以下参照。
（注 3）　「沖縄の人々の平和と尊厳，人権と環境保護のための闘いを支持する」と，
ノーム・チョムスキーら海外の識者103名が，国際署名活動をしている（『琉球新
報』2014年， 1月30日）。66万人の組合員を擁するアジア・太平洋系アメリカ人労
働者連合も「辺野古基地に反対して沖縄を支援する」と決議（仲宗根勇「沖縄・辺
野古」，『季刊未来』582号）。世界の日本研究者178名が「戦後70年の今年を過去の
植民地支配や侵略の過ちを認める機会にするよう求める声明」を安倍首相に送付
（『毎日新聞』2015年 5 月22日）。国連人権理事会，EU議会，アメリカ議会，台湾議
会などが，日本政府に慰安婦への謝罪，賠償を求めている（WAM公式サイト）。
